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研究成果の概要（和文）：沿岸域の生物資源環境の持続的利用を実現するには、「地域共同体による資源管理」を核と
して、あらゆる関係者の協議による利用調整をおこなう「総合的な沿岸域管理」へと管理形態を段階的に発展させるこ
とが現実的であり、そのための基盤構築が必要です。本研究は、性格の異なる4つの地域（北海道厚岸町、福島県いわ
き市、東京都内湾沿岸、マレーシア国ペナン州）において、研究協力者（一次産業関係者、市民団体、行政機関など）
とともに、基盤構築の課題と基盤構築を進める手法を参加型ワークショップの実践を通して追究しました。

研究成果の概要（英文）：A realistic approach to realize sustainable use of coastal environment and 
resources is to step-by-step development based on commcunity-based natural resource management, and 
capacity building is needed for this approach.In this research four coastal areas which have different 
characteristics (Akkesh, Hokkaido; Iwaki City, Fukushima; Tokyo Bay coastal areas, and Penagm, Malaysia) 
were chosen to conduct case studies. Through practicies of participatory activities including Science 
Cafe and workshops in collaboration with researchers, fishermen, local government officers and residents, 
challenges in developing capacity for coastal management are sought.

研究分野： 沿岸域管理
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１．研究開始当初の背景 
アジア沿岸では、①生物資源の非持続的利

用、②汚染による生態系の劣化、③開発によ
る生息場の破壊が深刻な問題である。①の生
物資源の非持続的利用に対し、中央集権的管
理の失敗と伝統的「地域共同体による資源管
理」（CBRM）の利点をふまえ、政府と地域資
源利用者（特に漁民）が責任と権限を分け合
う「協同管理」が望ましいと認識されている。
一方、②、③の問題は陸域の活動が主な原因
であることから、陸域を含めた「総合的な沿
岸域管理（以後、総合的管理）（注 2）」が 1992
年「アジェンダ 21」以来、国際的要件とされ
た。だが、零細漁業が主要な経済活動である、
日本を含むアジア沿岸に対して、自然保護を
第一義として欧米で発展した総合的管理の
手法をそのまま適用できない。 
それゆえ、アジア沿岸の豊かな生態系サー

ビスを持続的に享受するためには、(1)主に
漁民による CBRM を中核として、(2)行政、あ
るいは他の関係者と権利と義務を分けあい
ながら進める協同管理から(3)より広域な関
係者を包含した沿岸域管理へと段階的に枠
組みを拡大させていく（図 1）ことが、総合
的な沿岸域管理にいたる現実的方策であろ
うと考える。 
そこで沿岸地域共同体（主に漁民）がエン

パワメント（資金、技能、情報など社会経済
的資源へのアクセスを確立して自律を獲得
する）を進め、段階的に総合的管理に至る、
「アジア型沿岸資源環境管理の段階的発展
過程」を想定した。すなわち、多くのアジア
諸国においては、①乱獲、②汚染、③開発の
規制・監視や民主的政策決定は不十分であり、
零細漁民は社会的・経済的に弱い立場におか
れていることが多く、CBRM はまだ実現途上に
ある（段階 0→1）。一方、日本では、乱獲に
よる漁獲減少を経験して①CBRM が資源管理
型漁業として営まれている漁村は多く、また、 
高度経済成長期の公害著しい時期を経て②
汚染の規制・監視は有効に機能しているが
（段階 2）、河川改変・海岸埋め立てを含む③
開発による資源環境の劣化、さらに、漁民の
高齢化や魚価の低迷によって、こうした「海
の守人」機能の維持が困難な地域が増増加し
ている。そして、国土交通省の「総合的な沿
岸域管理」構想では、沿岸漁業は蚊帳の外に
置かれている。 
これまでの事例研究から、このモデルにお

いて管理形態を維持あるいは上位段階に進
めるためには、次のような基盤の構築が必要
であろうと考えた（図 2参照）。 
課題(a)経済基盤をなすシステムの構築と運
営（とくに段階１→2において） 
課題(b)他の関係者、とくに競合する利用者
と協議によって利用調整ができる関係の構
築（とくに段階 2→3→4において） 
課題(c)科学的知見を関係者で共有し、管理
に生かすシステムの構築（とくに段階 4→5
において） 

本研究は、総合的な沿岸域管理へ向かうた
めの「基盤構築(capacity development)（注
１）」の本仮説を事例地域について検証し、
さらにその具体的手法を提示しようとする
ものである。 

（注1） 基盤構築(capacity building)： こ
こでは、アジェンダ21にのっとって、人々
が、政策とその実施について評価し対処す
る能力（人的、科学的、技術的、組織的、
制度的、資源的能力を含む）を強化するこ
とを意味する。 

（注2） 総合的な沿岸域管理 (Integrated 
Coastal Zone Management)： 生物多様性
と沿岸生態系の生産性を維持しつつ、沿岸
資源に依存する人間共同体の生活質を改善
することを目標として政府と共同体、科学
と管理、セクターの利益と公共の利益とを
結びつけ、沿岸域生態系および資源の開発
と保護のための総合的な計画を策定し実施
する過程。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．研究の目的 
本研究は、日本を含むアジアに適した「総

合的な沿岸域管理」の提示を最終目標として、
総合的な沿岸域管理に向けての基盤構築の
課題の提示を目的とする。沿岸域の生物資源
環境の持続的利用を実現するには、「地域共

図 2 想定したアジア型沿岸資源環境管理の段階的発展過程 

段階 0：零細漁民は沿岸資源管理に参加
できず、苦境におかれている 

段階 1：地域共同体のエンパワメント 

段階 2：地域共同体による資源管理
(CBRM)の枠組みづくり 

段階 3【CBRM】：行政と他の資源利用
者も含む協同管理の枠組みづくり 

段階 4【協同管理】：多様な関係者(行
政機関､他の産業ｾｸﾀｰ､市民など)を
含む沿岸域管理の枠組づくり 

段階 5：【総合的管理】計画→実施→評
価→改善のサイクルを繰り返す 

課題(a) 経済基
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テムの構築 

図 1 想定した管理形態の段階的展開の
概念図．地域共同体による沿岸資源管
理から総合的な沿岸域管理へと対象範
囲と管理主体が拡大していく． 
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同体による資源管理」を核として、あらゆる
関係者の協議による利用調整をおこなう「総
合的な沿岸域管理」へと管理形態を段階的に
発展させることが現実的であり、そのための
基盤構築が必要、という仮説に基づく。 
 
３．研究の方法 
本研究は、性格の異なる 4つの地域（北海

道厚岸町、東京湾奥部、福島県いわき市、マ
レーシア国ペナン州）において、研究協力者
（一次産業関係者、市民団体、行政機関など）
とともに、おこなった、アクション・リサー
チである。この過程でおこなったインタビュ
ー調査、参加型ワークショップ、参与観察で
得た質的データを主に、必要と入手可能性に
応じて量的データを用いて分析した。 
 
４．研究成果 
 次の点において成果があったと考える。 
(1)沿岸資源環境管理の基盤構築にかかわる
関係者間の関わりの検討：基盤構築には人的
なものだけでなく、そこから生まれる制度設
計が大きな役割を果たす。本研究では、沿岸
域においても生態系サービスがもっとも豊
かと考えられる沿岸における関係者の関わ
りを調査し、そこからどのような政策や制度
が生み出され、また、どのような課題がある
かを検討した。（主に雑誌論文 1,6,7；学会発
表 1,4;図書 1,5） 
 (2) 沿岸域管理における多様な関係者の参
加を進める意義および手法の考察：総合的な
沿岸域管理において、いかに関係者を包含し
その参加を進めるかは、中心的な問題のひと
つである。とくに日本で沿岸域管理の基盤を
構築する過程では，①漁業の位置づけ，②多
様な関係者の参加，③「科学の知」と「漁業
の知」の統合の三点は避けて通れない論点で
ある。本研究においては、サイエンスカフェ、
ワークショップ、アクション・リサーチなど
の参加型手法のいくつかを実践した。（主に
雑誌論文2,3,4,8,9；学会発表5；図書2,3,4） 
 成果を総括すると、沿岸域管理の基盤構築
の基礎として、関係者間で情報を共有し、話
し合いながら新たな知識を創造する過程で
ある「ソーシャル・ラーニング」をいかに進
めるかが大きな論点であるといえる。 
ソーシャル・ラーニング、あるいは「社会

的な学び」とは、個人や組織が社会と生態系
の相互関係のマネジメントを改善しようと
取り組む時に個人・組織の双方において起こ
る集団行動および内省である。「社会的な学
び」はさまざまに定義されるが、心を開いた
交流、発展的な思考、協働による問題解決の
３点は共通する。近年、海外の自然資源管理
や経営学研究において中心的概念とされて
いる。社会構築主義的発想に立って知識を創
造するだけでなく、合意を形成し、集団的意
思決定をおこなううえで不可欠な学習過程
である。 
だが、伝統的に沿岸管理における行政の力

が強いアジア沿岸で、また、漁場について漁
業協同組合の権利が強力な日本の沿岸にお
いては、関係者同士が対話を通して合意形成
をはかってきた経験は少なく、これに関する
ルール(制度)設計もまた今後の課題である。 
こうしたことから、本研究の成果を踏まえ、

沿岸域管理・海洋管理における基盤構築にお
いて関係者間のソーシャル・ラーニングをい
かに促進するか、いかにその制度を設計する
かを今後の研究課題としたい。 
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http://www2.kaiyodai.ac.jp/~hirokun/edo
mae/index-esd.htm 
 
2. 2011 年 11 月～2014 年 3月の毎月「いわ
きの海と魚を語ろう～いわきサイエンスカ
フェ」を「いわきサイエンスカフェ実行委
員会」として企画、開催した。 

(1) 川辺みどり(2012)いわきサイエンスカ
フェ「いわきの海と魚を語ろう」，第 5回い
わきサイエンスカフェ、2012 年 3月 31 日、
アクアマリンふくしま（福島県いわき市）．
（講演）[査読無] 

 
3.東京海洋大学江戸前ESD協議会事務局とし
て、東京湾沿岸および福島県沿岸の持続的
利用について科学者・漁業者・市民が語り
あうプログラムを開催した（2014 年 11 月、
2013 年 11 月、2012 年 11 月、2012 年 1 月：
計 4回）。この内容は、以下の江戸前 ESD 瓦
版として発行、HP 上に掲載している。 

(1) 江戸前 ESD 瓦版編集委員会（編集委員
長：川辺みどり）：江戸前の海 学びの環
づくり 瓦版  第 17 号「江戸前 ESD ふ
くしまワークショップ 相馬原釜の沿
岸漁業」、
http://www2.kaiyodai.ac.jp/~hirokun
/edomae/pdf/edomaekawara17.pdf、2013
年 7月 15 日、東京海洋大学江戸前 ESD
協議会．[査読無] 

(2) 11 月 3 日福島の海＠海洋大プログラム
実行委員会（委員長：川辺みどり）（2013）
海洋大と福島水試が測った福島の海報
告、2013 年 11 月 3日、東京海洋大学(東
京都)、
http://www2.kaiyodai.ac.jp/~kawabe/



pdf/131103%20fukushimanoumi%20repor
t.pdf、2013 年 11 月. [査読無] 

(3) 江戸前 ESD 瓦版編集委員会（編集委員
長：川辺みどり）：江戸前の海 学びの環
づくり 瓦版  第 17 号「江戸前 ESD ふ
くしまワークショップ 相馬原釜の沿
岸 漁 業 」 、
http://www2.kaiyodai.ac.jp/~hirokun
/edomae/pdf/edomaekawara17.pdf、2013
年 7 月 15 日、東京海洋大学江戸前 ESD
協議会．[査読無] 

(4) 江戸前 ESD 瓦版編集委員会（編集委員
長：川辺みどり）：江戸前の海 学びの環
づくり 瓦版 復興支援特別号 第 16 号
「 い わ き の 漁 を 知 ろ う 」、
http://www2.kaiyodai.ac.jp/~hirokun
/edomae/pdf/edomaekawara16.pdf、2012
年 10 月 15 日、東京海洋大学江戸前 ESD
協議会．[査読無] 

(5) 江戸前 ESD 瓦版編集委員会（編集委員
長：川辺みどり）：江戸前の海 学びの環
づくり 瓦版  第 15 号「江戸前 ESD ふ
くしまワークショップ いわき市下神
白のウニ・アワビ漁業」、
http://www2.kaiyodai.ac.jp/~hirokun
/edomae/pdf/edomaekawara15.pdf、2012
年 6月 15 日、東京海洋大学江戸前 ESD
協議会．[査読無] 

 
3.東京湾奥部について、科学者・漁業者・市
民がその持続的利用のしくみづくりを語り
合う連続プログラムを開催（2010 年 4月～
9月江戸前 ESD しながわ塾；2011 年 4月～5
月および 10 月～11 月江戸前みなと塾）し
た。この内容は江戸前 ESD 瓦版の以下の号
で紹介し、HP 上に掲載している。 

(1) 江戸前 ESD 瓦版編集委員会（編集委員
長：川辺みどり）：江戸前の海 学びの環
づくり 瓦版  第 14 号「江戸前みなと
塾」、
http://www2.kaiyodai.ac.jp/~hirokun
/edomae/pdf/edomaekawara14.pdf、2011
年 1月 15 日、東京海洋大学江戸前 ESD
協議会．[査読無] 

(2) 江戸前 ESD 瓦版編集委員会（編集委員
長：川辺みどり）：江戸前の海 学びの環
づくり 瓦版  第 13 号「江戸前 ESD し
な が わ 塾 」 、
http://www2.kaiyodai.ac.jp/~hirokun
/edomae/pdf/edomaekawara13.pdf、2011
年 1 月 15 日、東京海洋大学江戸前 ESD
協議会．[査読無] 

 
4.東京湾奥部について、2010 年度より前では
あるが、江戸前 ESD 協議会として活動した
成果もまた瓦版として発行、HP 上に掲載し
た。 

(1) 江戸前 ESD 瓦版編集委員会（編集委員
長：川辺みどり）：江戸前の海 学びの環
づくり 瓦版 第 12 号「江戸前マイスタ

ー講座」、
http://www2.kaiyodai.ac.jp/~hirokun
/edomae/pdf/edomaekawara12.pdf、2010
年 10 月 15 日、東京海洋大学江戸前 ESD
協議会．[査読無] 

(2) 江戸前 ESD 瓦版編集委員会（編集委員
長：川辺みどり）：江戸前の海 学びの環
づくり 瓦版  第 11 号「江戸前 ESD サ
イエンスカフェ＠Library2009」、
http://www2.kaiyodai.ac.jp/~hirokun
/edomae/pdf/edomaekawara11.pdf、2010
年 1月 15 日、東京海洋大学江戸前 ESD
協議会．[査読無] 

 
5.2013 年 12 月 1 日、東京湾奥部の自然科学
的側面を学び、将来について考えるための
プログラム「海洋大＠のりかんワークショ
ップ『江戸前の 海の学び』のプログラム
を考えよう」を研究協力者および大学院生
らとともに大田区「大森海苔のふるさと館」
で開催した。本プログラムについては、
http://www2.kaiyodai.ac.jp/~hirokun/ed
omae/index-esd.htm で紹介している。 

 
６．研究組織 
川邉 みどり（かわべ みどり） 
東京海洋大学大学院海洋科学技術研究科・ 
教授 
 研究者番号：80312817 
 
(2)研究分担者 なし 
 
(3)連携研究者 なし 


